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年まで約 11年間の粗鋼生産・エネルギー消費・SO₂排出の状況を明らかにしている。           
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先行研究として以下、横塚仁士氏と趙瑋琳氏の論文を取り上げる。        
横塚仁士氏が行った研究は、「中国における環境保護投資の動向～工業汚染対策投資と
中国版“グリーン・ニューディール”～」（大和総研（DIR）経営戦略研究 2009年秋季号 
VOL.23 22～38 頁）の論文である。 
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第一に、2017 年、国土の広さ（963 万 4,057 ㎢ ）、人口の多さ（13億 9,008万人）から、
汚染源が全国各地に分散し、汚染規模も広大である。 
第二に、国民経済と都市化の急速な発展にともない、地域環境問題（公害）と地球環境
                                                   





































1972 年 6 月に開催された国連人間環境会議に、当時の周恩来首相の率いる中国政府代表
                                                   



































                                                   
3 李 香丹（2014）「中国の環境法制度の展開と問題点に関する一考察」『現代社会文化研究』 No.58 、141頁。 
4 李 香丹  同上誌、 142頁。 
5 竹歳一紀(2005)『中国の環境政策』晃洋書房 12 頁を参考している。 




































                                                   
7 平野孝(2005)『中国の環境と環境紛争』日本評論社 、189頁。 
8 竹歳一紀(2005)『中国の環境政策』晃洋書房 、14頁 
9 竹歳一紀前掲書、25頁。 
10 森 晶寿・植田和弘・山本裕美 編著(2008)『中国の環境政策』京都大学学術出版、31 頁。 




































                                                   
12 竹歳一紀 前掲書、15 頁。 
13 森 晶寿・植田 和弘・山本 裕美 編著(2008)『中国の環境政策』京都大学学術出版会、192頁。 
14 竹歳一紀 前掲書、17 頁。 



































                                                   
16 ISO14001 を取得は、ISO・コンサルティング有限会社アイムス ホームページより
（http://www.aims.co.jp/kiso/14001.htm）2017年 9 月 2日アクセス参考している。 
17 桑原勇進(2015)『中国の環境法概説Ⅰ総論』信山社、15 頁。 
18 李 香丹 前掲誌、148 頁。 
19 桑原勇進 前掲書、16 頁。 
20「防治」という言葉の意味は、桑原勇進 前掲書 16 頁を参照された。 
18 
 
同法はその後、1989 年と 2014 年の二度にわたり改正され、2015 年 1 月から施行されて
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まず、中国エネルギー消費量と名目 GDP の推移をみてみよう。 
図表 1-2-2中国エネルギー消費量と名目 GDPの推移（1978-2015年）  
（出所）：中国統計局「中国のエネルギー消費量」（1978年～2015 年）より作成  
（http://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01）2018年 7 月 26 日検索 
 
1990 年代に入り、製造業を中心とした経済成長政策を進めた結果、GDP（国内総生産）は、
1978 年の 3,679 億元（100）から、1980 年に 4,587.6 億元（125）、1990 年に 1兆 8,873 億
元（513）と、1978年比 5.6倍に急拡大した。それにともなってエネルギー消費が増加した。  
とくに、2000 年代に入り、中国では、内需強化戦略がとられたことによる都市化率の上
昇と、世界の工場としての役割が大きくなることにともなって、高度経済成長が実現した。
2000 年の GDP が 10 兆 280 億元であったのに対して、2015 年には 68 兆 9,052 億元に達し、
この 15 年間で約 6.8倍に増加するというの経済成長を達成した。  
一方、エネルギー消費量も 1978年の 6億 2,800 万トン（100）から、1990 年に 9億 8,700
万トン（157）へ 1.5 倍増加した。さらに、同消費量は、2000 年の 14 億 6,900 万トン（標
準石炭換算）から 2015 年に 43億トンへと約 3倍に急増した。  
都市インフラ整備による投資の拡大と後述するが、人口・ 産業の集積による都市化の拡
大が、経済成長をもたらすと期待された。 2000年頃から、 中国政府は、内需拡大のため 「城
年 1978年 1980年 1985
年
1990年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
GDP
（億元）




62,800 63,700 85,500 98,700 135,900 136,200 140,600 146,900 155,500 169,500 197,000 230,200 261,300 286,400 311,400 320,600 336,100 360,600 387,000 402,100 416,900 425,800 430,000
23 
 











図表 1-2-4 中国のエネルギー消費構造（1978～2015 年）        
 
 
                                                   
35 BTMU（China）『経済週報』第 292期 2016 年 3 月 9日検索
（http://www.wendangku.net/doc/49c8e3aa87c24028915fc3d8.html）。 




図表 1-2-5 総エネルギー消費量に占める割合（1978～2015 年） 
 
（出所）：中国統計年鑑(2016年)「9-2 能源消费总量及构成 」より作成 2018 年 7月 26日に検索 
（http://www.stats.gov.cn/tjsj/ndsj/2016/indexch.htm） 
  







「2004 年末時点での石炭の確認採炭可能埋蔵量は 1,145 億トンで、世界の 13%を占めてお
り、採炭可能年数は 59年とされている。それに対して、石油の埋蔵量は 182億 5,400 万バ
レルで、世界の総埋蔵量の 1%、採掘可能年数は 14.3 年と短い37」のである。 
「天然ガスは 14 億 4,000 万立法フィートで、世界の埋蔵量の 2%を占め、採掘可能年数は








                                                   
37 楊慶敏・三輪宗弘（2007）『中国のエネルギー構造と課題』九州大学出版会、24 頁。 





1978 57,144 70.7 22.7 3.2 3.4
1980 60,275 72.2 20.7 3.1 4.0
1985 76,682 75.8 17.1 2.2 4.9
1990 98,703 76.2 16.6 2.1 5.1
1997 135,909 71.4 20.4 1.8 6.4
1998 136,184 70.9 20.8 1.8 6.5
1999 140,569 70.6 21.5 2.0 5.9
2000 146,964 68.5 22.0 2.2 7.3
2001 155,547 68.0 21.2 2.4 8.4
2002 169,577 68.5 21.0 2.3 8.2
2003 197,083 70.2 20.1 2.3 7.4
2004 230,281 70.2 19.9 2.3 7.6
2005 261,369 72.4 17.8 2.4 7.4
2006 286,467 72.4 17.5 2.7 7.4
2007 311,442 72.5 17.0 3.0 7.5
2008 320,611 71.5 16.7 3.4 8.4
2009 336,126 71.6 16.4 3.5 8.5
2010 360,648 69.2 17.4 4.0 9.4
2011 387,043 70.2 16.8 4.6 8.4
2012 402,138 68.5 17.0 4.8 9.7
2013 416,913 67.4 17.1 5.3 10.2
2014 425,806 65.6 17.4 5.7 11.3









図表 1-2-6 中国のエネルギー消費量と SO2排出量の推移（1990-2015年） 
（出所）中国統計局「中国のエネルギー消費量と SO₂排出量」（1990～2015 年）より作成  


















行したため、1997 年から 2000 年ごろにかけて SO₂の排出量が減少傾向に転じた。  






その結果、SO₂排出に関して、第十次五カ年計画の 2005 年の排出目標値は 1,795 万トン






中国における SO₂について、このような特徴がみられるが、2011年から 2015 年にかけて、
エネルギー消費の増加に対して、SO₂排出量が逆に減少してきている。これは、第十二次五
カ年計画（2011～2015 年）期間中、SO₂排出総量を 10%削減する目標に対して実績は 16.2%
と目標を超えて達成されたからである。ただし、GDP 原単位当たりの省エネ率は目標の 20%




















図表 1-2-7 中国におけるエネルギー消費量上位 5位産業(2000～20013年)（単位：万トン）
（Standard Coal エネルギー換算値：7,000kcal/kg） 
 
（出所）中国統計局「中国各業界のエネルギー消費量の状況」（2000～2013 年）より作成 
（http://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01）2018年 7 月 26 日に検索 
 
エネルギー消費量が最も多い産業は鉄鋼業であり、鉄鋼業のエネルギー消費量は、2000
年に１億 8,962 万トン（Standard Coalエネルギー換算値：7,000kcal/kg）であったが、2013
年になると 6 億 9,342 万トンまで急速に増加してきている。 
第二位は、化学製品業であり、エネルギー消費量が 2000 年に１億 4,326万トンから、2013
年に 4 億 7,528 万トンと約 3.3 倍に増加した。 
第三位はセメント業であり、エネルギー消費量が 2000 年に 1億 3,768 万トンから、2013
年に 3 億 6,592 万トンまで約 2.7 倍に増加した。 
第四位は電力業、第五位は非鉄金属業であり、2000年から 2013年にかけてそれぞれのエ











2013 年における中国全体の SO₂の排出量が約 2,244万トンであるのに対して、産業部門の
排出量が 1,689 万トンで、全体の約 75%を占めていた。そのうち、最も排出量が多い産業と
して、第一位が電力業（約 720 万トン、42%）、第二位が鉄鋼業（約 235万トン、14%）、第
三位がセメント業（約 196 万トン、11%）、第４位が化学製品業（約 128万トン、7.5%）、第
五位が非鉄金属業（約 122 万トン、7.2%）であった。 
 







電力業の SO₂の排出量は、2003 年時点で 861万トン（100）、10年後の 13年になると 720
万トン（84）まで 16％減少してきた。それは、2007年より、第十一次五カ年計画（2006 年




鉄鋼業の状況をみると、2003年の SO₂排出量が 83万トン（100）であったが、2013 年に
なると 235万トン（283）の 2.8 倍まで増加しており、SO₂排出状況が改善されておらず、














 次に、大気汚染（SO₂）排出量上位 5産業の環境保全投資の実態について考察する。 
 
















（1）環境汚染対策投資額の GDP に占める割合 
                                                   




図表 1-3-1中国の環境汚染対策投資額の GDPに占める割合（2000～2016年） 
 
 
2011 年 12 月に国務院が発表した「国家環境保護十二次五ヵ年計画」によると、2011 年
から 2015年までに、社会全体で約 3兆 4,000億元の環境対策事業が計画された。  
2012 年 6 月に同じく国務院が発表した「第十二次五ヵ年計画 省エネ・環境保護産業発
展計画」では、省エネ環境保護産業の総生産額の年平均成長率を 15％以上とし、2015 年の





中国国家統計局の統計によると、「中国の環境保全投資額が、1999 年の 823 億元（1 元
=13.7598 円と換算する場合は約 1 兆 1,324 億円）」41から、2007 年に 3,387 億元、14 年に




全体の 2割ほどであったことがわかる。  
                                                   
41 YHOOファイナンス、2016年（人民元/円の為替レートの推移）






















きた。「中国統計年鑑 2015 年」のデータから確認できるように、2014 年における中国の環
境保全関連投資は 9,576 億元であり、環境保全投資額がかなり増加している。そのうち半
分以上は「都市部の環境保全インフラ設備」で 5,463 億元の 57％を占める。いわゆる中国
の環境保全関連投資は、内需強化のため都市化政策にかかわるインフラ設備投資に偏って
                                                   
42 金紅実 前掲書 、56頁。 
43 同書 、57頁。 
32 
 
いるのが実態である（図表 1-3-2参照）。  
建設プロジェクトの「三同時環境投資」というのは、工場の新設などにともなって建設







水対策 115億元に対して大気汚染関連分野の投資額が 789億元と急増している。 
廃水、大気汚染、産業廃棄物、騒音などの防止に関わる投資額が、2000 年の約 200 億元
から 2014 年の 1000 億元弱まで増加しており、とくに大気汚染関連分野の投資額がこの 14
年間で約 10倍に増加したことが特徴である。 
とりわけ、2012 年 12 月に、中国環境保護部の「重点区域44大気汚染防止第十二次五ヶ年





図表 1-3-3 中国の工業汚染防止投資額の推移と内訳（2000～2014 年）           
 
 








530 億元、工業煤煙汚染防止に関する投資額が 470億元、VOC汚染防止に関する投資額が 400
億元、自動車排気ガス汚染防止に関する投資額が 215 億元、『高公害車』削減に関する投資
額が 940 億元、粉塵総合防治に関する投資額が 100億元、環境アセスメントに関する投資
額が 115 億元」45となっている。 
同計画では、「SO₂削減能力が 228 万トン/年（対 2011 年比 12%）、NO2削減能力が 359 万ト
ン/年（同 13%）、粉塵削減能力が 148万トン/年（同 10%）となり、大気汚染の改善を目標
にしている」46。 
 









                                                   
45 中国環境保護部『重点区域大気汚染防止第十二次五ヵ年計画』2012 年 12 月 5日 57頁を引用している。 









図表 1-3-5 大気汚染物質排出量が最も多い上位 5位産業の大気汚染対策にかかるコスト支
出の推移(2003～2014 年)                     
  
 
図表 1-3-5 からわかるように、電力業の大気汚染対策に関わるコスト支出が、2003 年の





一方、鉄鋼業の大気汚染対策に関わるコスト支出が、2003 年の 59 億 1,922 万元（100）





                                                   






























しかし、鉄鋼業の大気汚染対策に関わるコスト支出が、2003年の 59億 1,922 万元から 2013
年の 324 億 215 万元と 5.5 倍に増加している。鉄鋼業の大気汚染投資が増大しているにも
かかわらず SO₂排出量が減らず依然として横ばいであることが明らかになった。 





























































 1958 年に、「15 年以内にイギリスの工業生産を追い越す」との政府指針が打ち出される
なか、鉄鋼の増産にも高い目標が掲げられた。同年の鉄鋼生産目標は、1,070 万トンと前年
の生産実績 535 万トンの約 2倍に設定された。 
 この頃、旧ソ連から鉄鋼製造技術が導入され、鞍山や大連など東北地域を中心に製鉄所
が拡充され、武漢など華南地域にも製鉄所が建設された。 














                                                   
48 金 海峰（2015年 9 月）「中国の鉄鋼業の現状と課題に関する一考察」『川口短大紀要』第 29号、 39頁。 
49同書、 40 頁。 
50 関 辰一（2010）「鉄鋼業からみた旺盛な中国の国内需要」『環太平洋ビジネス情報 RIM』 Vol.10  No.37、89 頁。 
38 
 
「中国の鉄鋼業がアメリカを追い抜いたのは 1993 年であるが，その 3 年後の 1996 年に 1











計局によると、粗鋼生産量は、1978 年の 3,178 万トンから 2015 年に 8 億 383 万トンと約








                                                   
51 金 海峰 前掲書、 41 頁。 
52 同書 41頁。 
39 
 
図表 2-1-2 2015年世界各国の粗鋼生産量（単位：万トン） 
 
（出所）：中国鉄鋼工業協会「中国鉄鋼業の発展報告」 （http://www.chinamission.be/chn/zgggfz/zghgjj/t136646）
2016 年 5月 25日に検索 
 
世界鉄鋼協会（world steel）の 2016 年粗鋼生産ランキング53によると、世界粗鋼生産




図表 2-1-3 世界粗鋼生産上位 10 社(2016 年) 
 
（出所）：世界鉄鋼協会データより作成  




                                                   
53 World steel association 「Top steel-producing companies 2016」

















図表 2-1-4 中国の粗鋼生産量と粗鋼生産能力の推移（1998～2015） 
 
（出所）：中国国家統計局編 『中国統計年鑑』、『鉄鋼工業年鑑』（1998～2015）より作成  
（http://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01）2018年 7 月 26 日に検索 
 
図表 2-1-4にみられるように,粗鋼生産量は 2006年に粗鋼見掛消費量を上回り，2015 年
に至るまで一貫して生産量が消費量を上回っていた。超過量からみると 2006年に 2,450万
トン，2007 年に 4,578 万トン，2008 年に 4,380 万トン，2009 年に 697 万トン，2010 年に
2,613 万トン，2011 年に 3,330 万トン，2012 年に 4,207 万トン，2013 年に 4,825 万トン，
2014 年に 7,935 万トン、2015 年に 9,962 万トンで生産過剰が鉄鋼業の深刻な課題になって
いることが理解できる。 
                                                   






図表 2-1-5 中国鋼材需要の内訳（2015 年）  
 
（出所）：三菱東京 UFJ 銀行「中国鉄鋼業界の現状と今後の展望」戦略調査部 企業調査室 2016 年 12 月より引用 
 
都市化率の上昇に伴う都市部の住宅・オフィス需要が、自動車や家電部門を超え、中国
鉄鋼製品の最大の需要部門となっていることが図表 2-1-5からみてとれる。  
中国国家統計局の 2015 年のデータによると、建設部門の産出額のうち、土木建築（鉄道











                                                   
55神田壮太（2016年）「中国鉄鋼業界の現状と今後の展望」三菱東京 UFJ 銀行 戦略調査部 企業調査室、5頁




図表 2-1-6 国有企業と民営企業の鉄鋼製品販売高 （2000～2015 年） 
 
中国鉄鋼価格は 2012年から大幅に低下した。中国鉄鋼協会が発表した鉄鋼材料総合物価
指数（1994年 1月=100）は、2015年 8月には 2,558ポイントとなり、2006年以来の最低水
準に落ち込み、2008年 7 月の最高水準 6,805.61 ポイントから 62%も減少した。 
また、「各鉄鋼製品の価格も同じように推移している。年間平均鋼材決算価格から見ると、
2014 年の平均価格は 3074 元/トンとなり、2011 年の 4468 元/トンより 31%減少した。この
ことも、中国鉄鋼業界が低迷期に陥る要因となっている」56。 











                                                   
56RUJUN LI「厳冬期を迎える中国鉄鋼業界、現状と今後の方向性をみる」SPAADA研究
（https://jp.ub-speeda.com/analysis/archive/21/）2015年 12 月 15 日に検索。 
43 
 
図表 2-1-7 中国鋼材輸出入量の推移（1998～2015） 
 
  （出所）：中国国家統計局編『中国統計年鑑』（1998～2015）より作成  
 











中国の鋼材輸出が、2006 年の 4,301 万トンから 2015 年に 1 億 1,240 万トンになり、約
62%増加している。2015年の中国税関総局のデータによると、中国の主な鋼材輸出先は、東
南アジア 7ヵ国の合計で 3,431 万トン（約 30.5%）、韓国で 1,349 万トン（約 12%）を占め、
次に中東 9ヵ国合計で 1,104万トン（約 9.8%）、欧州連合７ヵ国合計で 783 万トン（約 7%）、
南アメリカ 6 ヵ国合計で 539万トン（約 4.8%）、インドで 476万トン（約 4.2%）、アフリカ
10 ヵ国合計で 471 万トン（約 4.2%）、米国で 242 万トン（約 2.2%）となっており、その他
                                                   
57柏木理佳「中国の鉄鋼政策からみる構造問題」嘉悦大学（www.kashiwagirika.com/column09/c09-071010.pdf ）2018
年 3 月 15日に検索。 
44 
 
地域は合計 2,842 万トン（約 25.3%）である。 
 













                                                   
















減する目標を公表した62。2015年の粗鋼生産量は 8億 383万トンであり、前年比 1,848 万ト
ン（約 2.3%）減っている。 










                                                   
61前掲資料。 
62「国務院関於鋼鉄行業化解過剰産能実現脱困発展的意見国発〔2016〕6 号」国務院














公司，新興鋳管集団有限公司，攀枝花鋼鉄（集団）公司の 5 社66から、2017 年に宝武鉄鋼
集団、鞍鋼集団の 2社67になったのである。 








                                                   




67 (www.sasac.gov.cn/n2588035/n2641579/n2641645/index.html)2018 年 9 月 14日に検索 
68柏木理佳、「中国の鉄鋼政策からみる構造問題」、嘉悦大学、（www.kashiwagirika.com/column09/c09-071010.pdf ）2018







と、中央政府の管理が利きにくい民営企業と、 その生産活動の状況がかなり異なる。  







（1） 2015 年の中国鉄鋼会社の構造 
 
図表 2-2-1 2015年中国鉄鋼会社の構造 
 
 











図表 2-2-2から確認できるように、2015年、中国の粗鋼生産上位 10 社は、中国鉄鋼工
業協会（CISA）会員企業である。中国全体の粗鋼生産量 8 億 383 万トンのうち、CISA 会
員企業の粗鋼生産量が 6億 3,358 万トンで約 78.8%を占めている。 
 
図表 2-2-3 2014年の中国の粗鋼生産量 
 
中国全体の 2014 年の粗鋼生産量は 8.2億トンであり、うち、CISA会員企業の生産量が
6.7 億トン、非会員企業のそれが 1.4 億トンであった。これに対して、2015 年の粗鋼生
産量が前年比約 2,000 万トン減少し、CISA 会員企業の粗鋼生産量が約 4,000 万トン減少
49 
 














たりの SO2 排出量を 1.8 キロ超えないなどが条件）、「鉄鋼産業発展政策」、「鉄鋼業生産と
経営の規範的条件」をクリアしなければならないとされている。 






第 2 条中国国家政策である 「鉄鋼産業発展政策」「鉄鋼業生産と経営の規範的条件」
に適合する企業であること。  
第 3 条 入会企業の資本形態（所有制形式：国有・民営・外資）に制限はない。  
第 4 条 鉄鋼企業の加入条件：  
①年間生産量（粗鋼）100 万トン以上であること。  
②生産設備、製品品質、環境保全に関しては国家産業政策の要求に達しており、か
つ認証が完了していること（粗鋼 1トン当たりの SO₂排出量を 1.8 キロ超えないなど
が条件）。  
第 7 条 鉱山、コークス、鉄合金、耐火材料と関連企業の入会が可能（鉄鋼産業の
持続可能な発展・省エネ・環境保全・技術革新に寄与できる企業に限る）。    
第 9 条 鉄鋼企業と連携している大学、研究所の入会が可能。  

















(出所）：全国人大常委会 中国国務院新聞室 ホームページより作成 







② 全９章 40 条で、生産量規制、省エネ・排出削減、内需強化、合併・再編およ
び輸出入などの面で鉄鋼企業に強く要求  
③ 例えば、（第 5 条）持続可能な発展と循環経済の理念のもと、環境保全と資源
の総合利用、省エネルギーを向上させる。  
④ 目標は、2005 年、鉄鋼企業のエネルギー消費原単位を 0.76トン（Standard Coal
エネルギー換算値：7,000kcal/kg）以下に、2010 年に 0.73トン以下、2020 年
に 0 . 7 トン以下に低減させる。  
⑤ 第 1章第 3 条においては、2010 年までに年間粗鋼生産量 3000 万トン級の製
鉄企業 2 社と 1000 万トン級の鉄鋼企業を数社育成する（第 20条）としている。
また 2010 年までに上位 10 社のシェアを 50%以上にし、2020年までに 70%以上
に向上させる（第 3 条）としている。 
⑥ SO2 排出削減について、（第 13条）高炉装置の炉頂圧発電設備（省エネルギー）、
コークス炉焼結機の集じん・脱硫設備、転炉装置の副生ガス回収設備の設置・
運転が必須  







具体的には 2010 年には 3,000 万トン級の企業グループ 2 社、1,000 万トン級の企業に再
編することを目標にしているが、1,000万トンを超える生産量は 2004年には上海宝鋼集団、
鞍本鋼鉄集団の 2 社だったが、2005 年には唐山鋼鉄集団、武漢鋼鉄集団、江蘇沙鋼集団、
首鋼集団、済南鋼鉄集団、菜蕪鋼鉄集団になった69。 
2012 年に粗鋼生産量が 3,000 万トン級の企業は、上海宝鋼集団、武漢鋼鉄集団、江蘇沙
鋼集団、鞍本鋼鉄集団、首鋼集団、河北鋼鉄集団の約 6社であり、粗鋼生産量が 1,000～2,500
万トンの企業が約 12社、粗鋼生産量が 500～1,000万トンの企業が約 10社なったことがわ
かった70。 
















                                                   
69柏木理佳「中国の鉄鋼政策からみる構造問題」嘉悦大学 （www.kashiwagirika.com/column09/c09-071010.pdf ）2018
年 7 月 15日に検索 
70冶金工业规划研究院「2013 年中国钢铁企业综合竞争力排行榜」2014年 9 月 15日





（出所）：全国人大常委会 中国国務院新聞室 ホームページより作成 








計画は第十三次五か年計画期間中に、粗鋼生産能力が現在の 11.2 億ンから 1 億～1 億
5,000 万トン圧縮して 10 億トン以内に、そして設備稼働率を 2015 年の 70%から 80%に高め
る目標を明記した。 
 また、期間中のエネルギー消費量を 10%と汚染物排出量を 15%を以上引き下げること、上
位 10 社の鉄鋼メーカーの集中度を現在の 34%から 60%に高めること、建築用鋼材に占める
構造用鋼の比率を現在の 10%から 25%以上に高めること、主事業労働生産率を現在の１人あ









① 粗鋼 1トン当たりの汚水排出が 2.0立方メートル超えない、粗鋼 1トン当た
りの粉塵排出が 1.0kg 超えない、粗鋼 1トン当たりの二酸化硫黄（SO2）排































（出所）：全国人大常委会 中国国務院新聞室 ホームページより作成 
（www.scio.gov.cn/xwfbh/xwbfbh/wqfbh/2015/20150331/xgbd32636/Document/1397628/1397628.htm）2018 年 8 月 15
日に検索 
 











                                                   
71王 雷軒「最近の中国の過剰生産能力の解消への取り組み状況」『金融市場』第 27巻第 8号、通巻 309号 2016 年 8月 
「鉄鋼工業調整向上規格(2016－2020)」の主要任務 
１ ゾンビ企業を淘汰する。  
 ①地方政府や企業主導合併再編を通じてゾンビ企業の淘汰を推進する。  
 ②企業の資産負債率を低下する。自己資本比率を 40%より低減内容にコントロールす
る。  
2 鉄鋼生産の拡大を禁止する。  
①特に環境汚染深刻化している地域（京津冀，长三角，珠三角など）の生産率１：1.25
低減する。各地政府ネットワークで情報公開し、社会監督する。  







図表 2-3-1 鉄鋼業「十二五」発展計画の目標 
（出所）：全国人大常委会 中国国務院新聞室 鉄鋼業「十二五」発展計画を基に作成  































≤694 ≤605 ≤580 
粗鋼 1トン当たりの二酸
化硫黄（SO2）排出 (kg/t) 
≤2.83 ≤1.63 ≤1 
55 
 






（http://data.stats.gov.cn/easyquery.htm?cn=C01）2018年 8 月 15 日に検索 
 

























（出所）：中国統計局（統計年鑑 2003～2013 年）より作成 （http://www.stats.gov.cn/）2018年 8 月 15日に検索 
 
図表 2-3-3「中国鉄鋼業の粗鋼 1トンあたりのエネルギー消費指数と SO₂排出指数の推移
(2003～2014)」から確認できるように、2003 年から 2014年にかけて、エネルギー消費原単
位が低減しているが、鉄鋼業「十二五」発展計画での、2015 年に重点鉄鋼企業の平均粗鋼
1トン当たりのエネルギー消費量を 580kgce/t-s （Standard Coal 標準石炭）以下にする目
標を超過している。 
鉄鋼業の焼結機脱硫対策が促進され、SO₂排出原単位も改善しているが、鉄鋼業「十二五」
発展計画での、2015 年までに粗鋼 1 トンあたりの SO₂排出量を 1kg 以下にするという目標
を超過している 
次に CISA 会員企業の粗鋼 1トンあたりの SO₂排出量とエネルギー消費量をみてみよう。 
図表 2-3-4「CISA会員企業の粗鋼 1トンあたりの SO₂排出量とエネルギー消費量」で確
認できるように、CISA 会員企業の粗鋼 1トンあたりの SO₂排出量とエネルギー消費量が
2013 年から 2017 年にかけて、減少している。鉄鋼業「十二五」発展計画での、2015 年に
重点鉄鋼企業の平均粗鋼 1トン当たりのエネルギー消費量を 580kgce/t-s （Standard Coal






（3） CISA 会員企業の粗鋼 1 トンあたりの SO₂排出量とエネルギー消費量（2013～2017
年） 
 






の SO₂排出総量が前年比 11.64%、2010年比で 13.20%低減し、SO₂排出原単位が前年比 17.23%、
2010 年比で 33.60%低減した。 
同年、会員企業の環境保全投資（148.7 億元）は前年比 54.03%、2010 年比で 46.37%増加















































                                                   
72 上田 修 李 捷生『日本鉄鋼業の経営・生産管理方式の形成と再編―競争力の構築から海外展開へー東アジアとの比






















































































































                                                   
84 稲山嘉寛（1986）『私の鉄鋼昭和史』東洋経済新報社、00～116頁を参考している。 
85 所史編纂委員会編（1985）『日々新たに――君津製鉄所 20年史』（部門史）新日本製鉄株式会社、 410～417頁を参
考している。 
86 前田薫（1978）『新日鉄・中国建設隊日中巨大プロジェクトはいかに組み上げられたか』こう書房 126 頁を参考して
いる。 
87 房維中編（1984）『中華人民共和国経済大事記 (1949～1980 年)』中国社会科学出版社、609～610 頁を参考している。 





































                                                   
90 周伝典・張仁弟・凌華偆・張信伝編（1996）『当代中国的鋼鉄工業』 当代中国出版社 134頁参考している。 
91 呉敬璉（2007）『現代中国の経済改革』青木昌彦監訳 日野正子訳 NTT 出版、 143 頁参考している。 
92『中国鋼鉄工業五十年』（1999）編輯委員会編 冶金工業出版社、 36頁参考している。 












出所：2017年「宝山鉄鋼」のホームページより引用 2018 年 7 月 26日 http://bg.baosteel.com/ 
 
図表 33 2017 年「宝山鉄鋼」の財務状況 図表 34 「宝山鉄鋼」への持ち株比
率 
 
次に「宝山鉄鋼」の 2006 年から 2016年にかけて 10年間の粗鋼生産・エネルギー消費・ 
SO₂排出の状況をみてみる。 
 




















• 1977 年 11 月 - 新日鉄の稲山会長が訪中した際に李先念副主席が新日鉄への建
設協力要請。 
• 1977 年 12月 - 上海宝山鋼鉄総廠（中国語: 上海宝山钢铁总厂）として設立。 
• 1978 年 - 鄧小平副総理が新日鉄住金君津製鉄所を視察。 
• 1985 年 9月 - 製鉄所の 1号高炉に火入れ。 
• 1991 年 6月 - 2号高炉に火入れ。 
• 1993 年 7月 - 上海宝山鋼鉄総廠から宝山鋼鉄（集団）公司（中国語: 宝山钢铁
（集团）公司）に社名変更。 
• 1994 年 9月 - 3号高炉に火入れ。 
• 1998 年 11月 - 宝山鋼鉄と上海冶金控股集団（略称：上鋼）と上海梅山集団（略
称：梅鋼）を合併し、上海宝鋼集団（宝鋼集団有限公司）に社名変更。 
• 2002 年 2月 - 宝山鋼鉄股份有限公司設立。 
• 2002 年 12月 - 上海証券取引所に株式を上場。 
• 2004 年 4月 - 宝鋼自動車鋼板有限公司を設立。 







図表 3-1-4「宝山鉄鋼」の粗鋼生産・エネルギー消費・SO₂排出の推移（2006～2016 年） 




うに、2006 年「宝山鉄鋼」の粗鋼生産量指数 100 に対して、2016 年では 121 になり約 21%
増加した。エネルギー消費量指数が 2006 年 100 に対して、2016 年 126となり約 26%増加し




2015 年、鉄鋼業全体の粗鋼 1 トン当たりの SO₂排出量が 2.3kg/t、CISA 会員企業のそれ
が 0.85kg/t 、「宝山鉄鋼」が 0.3４kg/tで、CISA会員企業よりもかなり改善している(図
表 3-1-5、参照)。 
同年、 CISA会員企業の粗鋼 1 トン当たりのエネルギー消費量が 534.9（㎏ ce/t-s）、「宝



































エコ産業   社会や他産業との連携を通じ、特に副産物の商品化など鉄鋼業で蓄積した
環境技術を産業・社会全般の環境保全に貢献すること  
                   



































（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017 年）および『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作成 








                                                   
94 劉 博「中国鉄鋼業の環境保全対策とその財務的影響に関する一考察 : 上海宝鋼集団に注目して」『川口短大紀要』




図表 3-2-3「宝山鉄鋼」の粗鋼 1 トンあたりの環境保全対策費指数の推移（2006～2016） 
（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017 年）および『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作









とができた。同時に 1日 70トンあまりを硫酸に商品化することに成功した。 







図表 3-2-4「宝山鉄鋼」の環境保全投資の推移（2006～2016 年）原単位：（億元） 
（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017 年）および『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作








（３） 環境保全対策投資の重点投資内容 （2006～2014年） 
 
2006 年から 2014 年までの環境保全対策投資の重点投資内容は以下の通りである。 

























































図表 3-3-1「宝山鉄鋼」エネルギー消費効率の推移(2006～2016年)   単位：（元/㎏ ce） 
（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017 年）および『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作成























図表3-3-2「宝山鉄鋼」の営業利益率(2006～2016年) 単位：（％）         
（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017 年）および『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作成
（http://bg.baosteel.com/）2018 年 7月 26日に検索 
 
図表 3-3-2は，「宝山鉄鋼」の営業利益率の推移を表したものである。 
2006年から 2010年にかけて，中国においてリーマンショック後の 4 兆元という大規模
な景気対策がおこなわれるなか，「宝山鉄鋼」営業利益率が上昇した。 
その後，住宅バブルの沈静化や過剰生産の顕在化にともなって，鉄鋼市況が悪化し，






図表 3-3-3 粗鋼 1 トンあたりの鉄鉱石原単位95の推移（2006～2015 年） 
（出所）：「宝鋼鉄鋼」『（CSR報告書）』（2006～2017年）『fact book』（2006～2017 年版）に基づき作成 







図表 3-3-4 粗鋼 1 トンあたりの石炭原単位96の推移（2006～2015 年） 





































































































                                                   
97独立行政法人 環境再生保全機構「大気汚染喘息などの情報館」








図表 4-1-1 1960年（昭和３５）公害発生当時の三重県四日市市 
 
（出所）：ニッポン環境都市探訪三重県四日市市（http://econews.jp/city/sp/chubu_kinki/yokkaichi.html）2018
















 さらに 1971 年（昭和 46）には、環境庁が設置され、「悪臭防止法」、「公害健康被害補
償法」、「振動規制法」などが制定された。 








活排水による水質汚濁のような都市・生活型の公害問題や地球温暖化問題等が頻発した。      
これは、従来の環境問題とは、発生の原因・構造ともに大きく異なるものであった，そ










                                                   
98  加瀬野  悟「公害対策基本法から環境基本法へ一環境基本法の成立とその意義一」環境管理センター 
（http://ousar.lib.okayamau.ac.jp/files/public/2/20512/20160528012037849001/erc_016_025_028.pdf）25頁、2018

















                                                   





























































2009 年に新しい経団連会館が完成し、2012 年 3 月 30 日には公益法人改革に対応して社
団法人から一般社団法人へと、法人格の変更が行われた。 
経団連は、日本の代表的な企業 1,376 社、製造業やサービス業等の主要な業種別全国団





                                                   







1999 年 12 月には、産業界の主体的な取組みを強化するため、産業界全体の目標として、
｢2010 年度における産業廃棄物最終処分量を 1990 年度実績の 75％減に設定する｣(第一次目
標)を掲げた。 
2007 年３月から、日本経団連では、｢環境自主行動計画〔循環型社会形成編〕｣により、





年度の産業廃棄物最終処分量を 2000 年度比約 60％減」の目標を設定している。 
2010 年 12 月、①2015 年度を「目標年度」とする産業界全体の産業廃棄物の最終処分量














                                                   
102 前掲資料（http://www.keidanren.or.jp/profile/pro001.html ）2018 年 10 月 4日に検索。 
103 日本経済団体連合会「環境自主行動計画－2016年度フォローアップ調査結果－」 


































                                                   


































（出所）：『鉄鋼便覧 第 5版第 6巻 環境・エネルギー』鉄鋼業の地球温暖化防止への取り組み 日本鉄鋼協会 2014年







（ 出 所 ）： 日 本 経 済 団 体 連 合 会 「 環 境 自 主 行 動 計 画 － 2016 年 度 フ ォ ロ ー ア ッ プ 調 査 結 果 － 」
（http://www.keidanren.or.jp/policy/2017/020_sokatsu.pdf）201７年 3 月 14 日 
                                                   
108 一般社団法人 日本鉄鋼連盟ホームページ 業界の取り組み
（http://www.jisf.or.jp/business/ondanka/joukyo/index.html ）2018 年 9月 25日に検索 
１．鉄鋼生産工程における省エネルギーへの取り組み 
• 粗鋼生産量 1億トンを前提として、2010 年度の鉄鋼生産工程におけるエネルギー
消費量を、基準年の 1990 年度に対し、10%削減 
• ただし、粗鋼生産が 1億トンを上回る状況においても京都メカニズムの活用等も
含め目標達成に最大限努力する。 
• 上記目標は、2008～2012 年度の 5年間の平均値として達成する。 
※ なお、エネルギー消費量の 10％削減に見合う CO2 排出量は 9％削減として設定。 
２．社会における省エネルギーへの貢献 




























図表 4-2-2 鉄鋼生産におけるエネルギー消費量の推移（1990～2010年） 
 
（出所）：一般社団法人 日本鉄鋼連盟ホームページ 業界の取り組み 引用
（http://www.jisf.or.jp/business/ondanka/joukyo/index.html ）2018 年 9月 25日に検索 
 
図表 4-2-2「鉄鋼生産におけるエネルギー消費量の推移（1990～2010年）」から確認で







                                                   
109日本経済団体連合会「環境自主行動計画－2016 年度フォローアップ調査結果－」
（http://www.keidanren.or.jp/policy/2017/020_sokatsu.pdf）201７年 3 月 14 日。 

















































                                                   
111 新日本製鉄『環境報告書 2002年』（https://www.nssmc.com/csr/report/nsc/pdf/h14.pdf）2018年 10 月 19 日に検
索 
112「新日鉄住金」、ホームページ 企業情報より（http://www.nssmc.com/works/yawata/about/history.html）2018 年 8
月 18 日に検索 
87 
 











2002 年（平成 14年）の川崎製鉄と日本鋼管（NKK）の経営統合によって JFEホールディ
ングスが誕生した。鉄鋼業界においては、昭和 45年の「新日鉄」が誕生して以来の大型再

















                                                   
113「新日鉄住金」ホームページ（http://www.nssmc.com/works/yawata/about/history.html）2018 年 8月 8 日に検索 
114 同書。 
115 金 海峰「「NKK」と「川崎製鉄」の経営統合に関する一考察」－バブル経済崩壊後の鉄鋼業界の競争環境の変化分析
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粗鋼 1 トンあたりの SOx 排出量が増加したが、低品質の石炭であっても、汚染排出の低減
を実現する技術開発を推進している。 
 
図表 4-3-3新日鉄住金の粗鋼 1トンあたりのエネルギー消費量と SOx排出量指数の推移
（1999 年～2016 年） 
 
注： PJ（ペタジュール）、P（ペタ）は 10 の 15 乗、J（ジュール）はエネルギー、熱量の単位、 GJ（ギガジュール） 
G（ギガ）は 10 の 9乗 
（出所）：「新日鉄住金」『CSR報告書（2000～2017年）』データより作成









図表 4-3-4 石炭の価格の推移（1980～2017年） 
 
（出所）：一般社団法人 日本鉄鋼連盟ホームページ 業界の取り組み 
（http://www.jisf.or.jp/business/ondanka/joukyo/index.html ）2018 年 9月 25日に検索
（http://ecodb.net/pcp/imf_usd_pcoalau.html）2018 年 9 月 25 日引用 
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図表 4-3-5 鉄鉱石の価格の推移（1980～2017年） 
 
（出所）：一般社団法人 日本鉄鋼連盟ホームページ 業界の取り組み 
（http://www.jisf.or.jp/business/ondanka/joukyo/index.html ）2018 年 9月 25日に検索







                                                   
120「鉄鋼原料、価格・需給堅調続く」鉄鋼新聞 2008 年 1月 4 日（https://this.kiji.is/321462668438520929）。 
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日 31 頁。 
124 前掲書、35頁。 
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取組みである。 日本経済団体連合会ホームページ、「環境・エネルギー」より 2018 年 8月 15日に検索 



















「新日鉄住金」の 2017 年度の環境保全コストは、環境対策設備投資額が 178億円、省エ





2018 年 9月 12日。 
130 「新日鉄住金」「環境・CSR 環境会計の考え方」ホームページ








































































SOx 排出量を 1970 年代と比較して大幅に削減できた。 
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中国国家統計局の公表データによると、2015 年に鉄鋼関連会社は 9,540 社あり、このう



















                                                   
143上田 修 李 捷生『日本鉄鋼業の経営・生産管理方式の形成と再編―競争力の構築から海外展開へー東アジアとの比
較を視野にー』御茶の水書房 2018年 2 月 25日 、786頁。 
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について指導とサポートを行っているため、2014 年に SO₂排出原単位 1.05kg/t-sまで改善





SO₂排出削減は、2006年に「宝山鉄鋼」の粗鋼生産量指数 100に対して、2016 年では 121
になり約 21%増加した。SO₂排出量指数が 2006年 100 に対して、2016年 20になり約 80%低
減した。つまり、2006 年から 2016 年までに、「宝山鉄鋼」の粗鋼生産が 21％増大したの
に対して、SO₂排出削減が 80％と大幅であったことを明らかにした。 
中国鉄鋼工業発展報告（2017年版）のデータによると、2015 年に鉄鋼業全体の粗鋼 1ト
ン当たりの SO₂排出量が 2.3kg/t、CISA 会員企業のそれが 0.85kg/t 、「宝山鉄鋼」が 0.3
４kg/t で、CISA 会員企業よりも著しく改善していることを明らかにした。 
環境汚染対策で、著しい改善を見せた「宝山鉄鋼」において環境保全対策が強化され、
環境保全投資が増加しており、2006 年から 2016 年までの 10 年間で、環境保全投資額が延
べ 129.04 億元を計上していることが分かった。 
たとえば、2014 年に、環境保全投資額の約 77.7%を、焼結煙脱硫と発電所などの環境施
設に投資していることを背景に、2016 年対 2006 年の SO₂排出量は大幅に低減した。中国鉄
鋼業の SO₂削減のリーディング・カンパニーであることが明らかにした。 
SO₂排出削減コストとエネルギー効率について、2016 年には、対 2006 年のエネルギー消
費量の伸び率 26%、粗鋼１トンあたりの環境保全費用は 2006 年対 10%低減した。しかし、



















































                                                   
144  「新日鉄住金」「環境・CSR 環境会計の考え方」（http://www.nssmc.com/csr/env/env_management/account.html）
2018 年 8月 16日に検索。 
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